認可地縁団体規約例
〇〇自治会　自治会規約	Comment by Administrator: 名称について地方自治法上の制限はありません。

第1章 総則
（目的）
第一条　本会は次に掲げるような地域的な共同活動を行うことにより、良好な地域社会の維持及び形成に資することを目的とする。
（1） 回覧板の回付等区域内の住民相互の連絡
（2） 美化・清掃等区域内の環境の整備
（3） 集会施設の維持管理
（4） 〇〇〇〇
（5） 〇〇〇〇

（名称）
第二条　本会は、〇〇自治会と称する。

（区域）
第三条　本会の区域は、狭山市〇〇番地から〇〇番地までの別図に定める区域とする。	Comment by Administrator: 今後、地域内での開発により加入世帯の追加等が見込まれる場合は、区域の記載番地を広くとり、別図にて範囲を示すなどの対応を行い、新規加入者が自治会に入れない等の問題を防ぐことが必要です。

（主たる事務所）
第四条　本会の主たる事務所は、埼玉県狭山市〇〇番〇〇号とする。

第2章 会員
（会員）
第五条　本会の会員は、第三条に定める区域に住所を有する個人とし、世帯主が世帯代表会員となる。	Comment by Administrator: 法人や団体は構成員にはなれませんが、賛助会員として明記できます。
また、世帯を代表とするものを世帯代表者とすると定めることも可能です。（後の総会の定足数の規定において、世帯代表会員で数えることが現実的です。）

（会費）
第六条　会員は、総会において別に定める会費を納入しなければならない。	Comment by Administrator: 会費については下記のいずれかで対応することが適当です。①規約に額を明記する、②総会において別に定める旨を記載する、③本規約例第四十条に基づき細則で定める
また、賛助会員について別に会費額を設ける場合にはその旨の定めも必要です。

（入会）
第七条　第三条に定める区域に住所を有する個人で本会に入会しようとするものは、〇〇に定める入会申込書を会長に提出しなければならない。
２　本会は、前項の入会申し込みがあった場合には、正当な理由なくこれを拒んではならない。

（退会等）
第八条　会員が次の各号のいずれかに該当する場合には退会したものとする。
　　　一　第三条に定める区域内に住所を有しなくなった場合
　　　二　本人から〇〇に定める退会届が会長に提出された場合
２　会員が死亡し、又は失踪宣言を受けたときは、その資格を喪失する。

第3章 役員
（役員の種別）
第九条　本会に、次の役員を置く。
　　　一　会長　１人	Comment by Administrator: 地方自治法第260条の5に「認可地縁団体には、一人の代表者を置かなければならない」と定めがあります。
　　　二　副会長　〇人
　　　三　会計　〇人
　　　四　その他役員　〇人
　　　五　監事　〇人

（役員の選任）
第十条　役員は、総会において、会員の中から選任する。
　　　２　監事と会長、副会長及びその他の役員は、相互に兼ねることはできない。	Comment by Administrator: 地方自治法第260条の11、12において監事について記載があり、その職務内容として、「財産の状況監査、代表者の職務状況の監査、前述の事項に関して不当な事項が認められた際に総会で報告すること」が挙げられています。そのため、監事は他の役員を兼ねることは避ける必要があります。

（役員の職務）
第十一条　会長は、本会を代表し、会務を総括する。
　　２　副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、会長があらかじめ指名した順序によって、その職務を代行する。
　　３　会計は、本会の出納事務を処理し、会計事務に関する帳簿及び書類を管理する。
　　４　監事は次に掲げる業務を行う
　　　一　本会の会計及び資産の状況を監査すること。
　　　二　会長、副会長及びその他の役員の業務執行の状況を監査すること。
　　　三　会計及び資産の状況又は業務執行について不整の事実を発見したときは、これを総会に報告すること。
　　　四　前号の報告をするため必要があると認めるときは、総会の招集を請求すること。

（役員の任期等）
第十二条　役員の任期は、〇年とする。ただし、再任を妨げない。
　　２　補欠により選任された役員の任期は、前任者の在任期間とする。
　　３　役員は、辞退又は任期満了の後においても、後任者が就任するまでは、その職務を行わなければならない。
　　４　役員が次の事項に該当するに至ったときには、総会の議決を経て解任することができる。
　　　一　職務の遂行に堪えない状況にあると認められるとき
　　　二　職務上の義務違反その他役員としてふさわしくない行為があったとき

第4章 総会
（総会の種別）
第十三条　本会の総会は、通常総会及び臨時総会の二種とする。

（総会の構成）
第十四条　総会は、会員をもって構成する。

（総会の権能）
第十五条　総会はこの規約に定めるもののほか、本会の運営に関する重要な事項を議決する。

（総会の開催）
第十六条　通常総会は、毎年度決算終了後〇か月以内に開催する。	Comment by Administrator: 地方自治法第260条の13により、年一度は構成員の通常総会を開く必要があり、同条の４に「認可を受ける時」、および「毎年１月から３月までの間、もしくは毎事業年度の終了時に財産目録を作成しなければならない」旨の記載があるため、３か月以内の開催が適当だと考えられます。
　２　臨時総会は、次の各号のいずれかに該当する場合に開催する。
　　一　会長が必要と認めたとき
　　二　総会員の五分の一以上から会議の目的たる事項を示して請求があったとき。	Comment by Administrator: ５分の１を変更することは可能ですが、権利を奪うことがないようにする必要があります。
　　三　第十一条第四項第四号の規定により監事から開催の請求があったとき。

（総会の招集）
第十七条　総会は、会長が招集する。
　２　会長は、前条第二項第二号及び第三号の規定による請求があったときには、その請求のあった日から〇日以内に臨時総会を招集しなければならない。
　３　総会を招集するときは、会議の目的たる事項及びその内容並びに日時及び場所を示して、開会の日の〇日前までに文書をもって通知しなければならない。	Comment by Administrator: 地方自治法第260条の15に、「招集日の少なくとも5日前には、会議の目的である事項を示し、規約で定めた方法で通知しなければならない」旨の記載があります。
また、決議可能な事項は同17条により、規約に別段の定めがある場合を除き、あらかじめ通知した事項のみです。

（総会の議長）
第十八条　総会の議長は、その総会において、出席した会員の中から選出する。

（総会の定足数）
第十九条　総会は、議案に応じて総会員又は世帯代表会員の二分の一以上の出席がなければ、開会することができない。	Comment by Administrator: 定足数について地方自治法上に定めはなく、自治会の性質上、本規約例第２章第５条による世帯代表会員を定足数の単位にすることが現実的です。

（総会の議決）
第二十条　総会の議事は、この規約に定めるもののほか、出席した会員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。

（総会の表決権）
第二十一条　会員は、総会において、各々一箇の表決権を有する。
　２　次の事項については、前項の規定にかかわらず、会員の表決権は、世帯代表会員が有するものとする。	Comment by Administrator: 第19条と同じ理由から、世帯代表会員を定足数の単位にすることが現実的です。
　　一　事業報告及び決算報告
　　二　事業計画及び予算案
　　三　役員の選出
　　四　その他定例的な協議事項

（総会の書面表決等）
第二十二条　やむを得ない理由のため総会に出席できない会員は、あらかじめ通知された事項ついて書面又は電磁的方法をもって表決し、又は他の会員を代理人として表決を委任することができる。	Comment by Administrator: 地方自治法施行規則第22条の2により、受け取る側が紙として出力できるものでなければなりません。
　２　前項の場合における第十九条及び第二十条の規定の適用については、その会員は出席したものとみなす。	Comment by Administrator: 電磁的方法を使用した会員及び委任した会員も、定足数及び表決の中に含めるということです。

（総会の議事録）
第二十三条　総会の議事については、次の事項を記載した議事録を作成しなければならない。
　　一　日時及び場所
　　二　会員の現在数及び出席者数（書面表決者及び表決委任者を含む。）
　　三　開催目的、審議事項及び議決事項
　　四　議事の経過の概要及び議決事項
　　五　議事録署名人の選任に関する事項
　２　議事録には、議長及びその会議において選任された議事録署名人二人以上が署名又は記名押印をしなければならない。	Comment by Administrator: 狭山市に規約変更届を提出する際に必要になります。


第5章 役員会
（役員会の構成）
第二十四条　役員会は監事を除く役員をもって構成する。	Comment by Administrator: 監事は職務の関係上、表決権を持ちません。そのため構成員になれませんが、会議には出席し意見を述べることが必要です。
（役員会の権能）
第二十五条　役員会は、この規約で別に定めるもののほか、次の事項を議決する。	Comment by Administrator: 年に何度も総会を開くことは難しいため、事業等の実施に関する事項は役員会で決定することが現実的です。
　一　総会に付議するべき事項
　二　総会の議決した事項の執行に関する事項
　三　その他総会の議決を要しない会務の執行に関する事項

（役員会の招集等）
第二十六条　役員会は、会長が必要と認めるときに招集する。
２　会長は、役員の○分の一以上から会議の目的たる事項を記載した書面をもって招集の請求があったときは、その請求のあった日から○日以内に役員会を招集しなければならない。
３　役員会を招集するときは、会議の日時、場所、目的及び審議事項を記載した書面をもって少なくとも○日前までに通知しなければならない。

（役員会の議長）
第二十七条　役員会の議長は、会長がこれに当たる。

（役員会の定足数等）
第二十八条　役員会には、第十九条、第二十条、第二十二条及び第二十三条の規定を準用する。この場合において、これらの規定中「総会」は「役員会」と、「会員」及び「世帯代表会員」は「役員」と読み替えるものとする。　

第6章 資産及び会計	Comment by Administrator: 地方自治法第260条の2第3項第8号に基づき、規約に資産に関する事項（負債を除き、流動資産・固定資産を問わず全ての資産の構成等が適当）を定める必要があります。
（資産の構成）
第二十九条　本会の資産は、次の各号に掲げるものをもって構成する。
　一　別に定める財産目録記載の資産	Comment by Administrator: 規約に細かな資産を定めると増減した際に規約改正という形になります。そのため、別に財産目録の作成をすることで更新時の負担を軽減できます。
また、財産目録は地方自治法第260条の4により、設立時及び毎年（年度）初3か月以内に作成しなければなりません。
　二　会費
　三　活動に伴う収入
　四　資産から生じる果実
　五　その他の収入

（資産の管理）
第三十条　本会に資産は会長が管理し、その方法は役員会の議決によりこれを定める。

（資産の処分）
第三十一条　本会の資産で第二十九条第一号に掲げるもののうち、別の総会で定めるものを処分し、又は担保に付する場合には、総会において○分の○以上の議決を要する。

（経費の支弁）
第三十二条　本会の経費は、資産をもって支弁する。

（事業計画及び予算）
第三十三条　本会の事業計画及び予算は、会長が作成し、毎会計年度開始前に、総会の議決を経て定めなければならない。これを変更する場合も同様とする。
　２　前項の規定に関わらず、年度開始後に予算が総会において可決されていない場合には、会長は総会において予算が議決されるまでの間は、前年度の予算を基準として収入支出をすることができる。	Comment by Administrator: 通常総会は年度に一度行うことが通例であり、本規約例第十六条にも定めています。そのため年度開始から予算の議決までの間に、運用ができるよう2項のように定めておく必要があります。

（事業報告及び決算）
第三十四条　本会の事業報告及び決算は、会長が事業報告書、収支計算書、財産目録等として作成し、監事の監査を受け、毎会計年度終了後三か月以内に総会の承認を受けなければならない。	Comment by Administrator: 前述の通り地方自治法第260条の4により財産目録を毎年（年度）初3か月の間に作成しなければならないため、事業報告や決算も当該年度終了後3か月以内に承認を受ける必要があります。

（会計年度）
第三十五条　本会の会計年度は、毎年○月○日に始まり、○月○日に終わる。

第7章 規約の変更及び解散
（規約の変更）
第三十六条　この規約は、総会において総会員の四分の三以上の議決を得、かつ狭山市長の認可を受けなければ変更することはできない。	Comment by Administrator: 地方自治法第260条の3において規約の変更は総会の専権事項となっています。加えて、狭山市に規約変更認可申請書を提出し、狭山市長の認可を受けなければなりません。

（解散）
第三十七条　本会は地方自治法第二百六十条の二十の規定により解散する。	Comment by Administrator: 規約で定めた解散事由の発生、②破産手続開始の決定、③認可の取消し、④総会の決議、⑤構成員が欠けたこと
　２　総会の議決に基づいて解散する場合は、総会員の四分の三以上の承諾を得なければならない。	Comment by Administrator: 地方自治法第260条の21では規約に別段の定めがあるときはこの限りでない旨の記載がありますが、引き下げは慎重に行う必要があります。

（残余財産の処分）
第三十八条　本会の解散の時に有する残余財産は、総会において総会員の○分の○以上の議決を得て、本会と類似の目的を有する団体に寄付するものとする。	Comment by Administrator: 認可地縁団体の目的を鑑み、他の認可地縁団体かそれに似た団体に帰属させることが適当だと考えられます。

第八章　雑則
（備え付け帳簿及び書類）
第三十九条　本会の主たる事務所には、規約、会員名簿、認可及び登記等に関する書類、総会及び役員会の議事録、収支に関する帳簿、財産目録等資産の状況を示す書類その他必要な帳簿及び書類を備えておかなければならない

（委任）
第四十条　この規約の施行に関し必要な事項は、総会の議決を経て、○○が別に定める。	Comment by Administrator: 規約施行上の細則等を定める者を規約上に定めておき総会の承認を得る必要があります。

附則
１　この規約は、○年○月〇日から施行する
２　本会の設立初年度の事業計画及び予算は、第三十三条の規定にかかわらず、設立総会の定めるところによる。
３　本会の設立初年度の会計年度は、第三十五条の規定にかかわらず、設立認可のあった日から○年○月○日までとする。
